
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
  
  
 
 

 

 

 

 

 

                                            

 

 
 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 発行：株式会社ワイズ 
 TEL.0269-65-4710 FAX.0269-65-4745 
 [URL] http://www.wise.co.jp/ 

送信枚数 １枚 

Wise Corporation

＜ こんな時どうする 法人成り② ＞

「WISE FAXNET」は経審対策／書類作成システム「Wisdom（ウィズダム）」ユーザー様に経審に関する最新情報、経審対策のワンポイントを紹介、月一回の発行となりま

す。内容に関するお問い合わせ、バックナンバーの請求（99年 2月号～）は弊社までご連絡下さい。弊社ホームページよりバックナンバーのダウンロードできます（9月号

は 9月 30 日より可能）。ログインＩＤは「1921」です。入力後、［ログイン］ボタンをクリックして下さい。 → ワイズホームページ http://www.wise.co.jp/

 
ワイズ公共データシステムより新しいサービスが始まります！ 

 
 

★全国 18万社の 5期分経審データを比較！ 
★地域のライバル会社との売上・経営状況比較！ 

詳細については近日お知らせいたします 

 
 
 

 

 

 

貴社名 

ご担当者様 ご役職・部署名 

TEL FAX 

今後メールでの送信をご希望される場合は下記にアドレスをご記入下さい。 

e-mail 

資料・デモをご希望の方は、下記にご連絡先をご記入下さい。ユーザー様で前回登

録時と変更のない場合には、貴社名とご担当者名、TEL のみをご記入下さい。 

□Wisdom 資料請求（無償）   □Wisdom デモ CD希望（無償） 

□送信先宛名変更（右欄に変更後の宛名をご記入ください） 

□今後「Wise FAXNET」送信不要 

□今後「Wise FAXNET」メール送信に変更希望 

ワイズ公共データシステム株式会社  ＜経営状況分析申請＞  受付中！！ 
詳しい資料請求はこちらまで ⇒ ■お電話＜026-232-1145＞ ■e-mail＜info@wise-pds.jp＞ 

弊社 100％出資子会社 

先月号では、法人成りにおける事業承継の条件について書き

ましたが、法人成りは同じく過去の実績を承継できる合併や営業譲渡とは少し趣を異にしています。それは、１業者が組織を変更して

いく法人成りと数社が結合して組織を変更していく合併等との差から生まれるものです。そして、このことは「経審」の取り扱いにお

いて微妙に差を生じさせています。法人成りはあえて言えば「やどかり経審」。周りの殻は変わったけれど中身は変わらないというも

のです。実際には引き継がれない資産負債もあるのですが、実態は同じだということで同一性が重視されます。それに対し、合併・会

社分割・営業譲渡における経審は、「新たな経営実態に即した評価」をする必要から生まれたものです。なお、ここでの説明は個人的

な見解に基づくものですので、その点ご了承いただき、実際の処理にあたっては、専門家である行政書士の先生、あるいは、各経営状

況分析機関に相談して下さい。                                      ＷＩＳＥＮＥＴ編集部  松  村     清（税理士）

法人成り ⇒ やどかり経審 
中身は変わらない。 

合併・会社分割・営業譲渡 ⇒ 生まれ変わり経審 
新しい私を評価して！ 

例．Ｈ17.4.11 に法人成りした場合 

（個人のときの営業を継承する条件を満たしている場合）

 H15.12.31※ H16.12.31※ H17.4.10※ 
H15.1.1 H16.1.1 H17.1.1 H17.4.11 

 

 
 

◆必要な財務諸表は下記の通りです。 
Ｈ17.1.1 ～ Ｈ17.4.10 

Ｈ16.1.1 ～ Ｈ16.12.31 

Ｈ15.1.1 ～ Ｈ15.12.31 

◆申請書の記載内容 
審査基準日   （04）Ｈ17.4.11 

審査対象営業年度（05）Ｈ16.4.11～Ｈ17.4.10 処理区分①02

前期   〃  （06）Ｈ16.1.1～Ｈ16.12.31 処理区分①00

前々期  〃  （07）Ｈ15.1.1～Ｈ15.12.31 処理区分①00

※審査対象営業年度の日付が4月10日になっている点に注意し

てください。個人の決算内容がそのまま引き継がれることを意

味しています。 
◆貸借対照表 
貸借対照表はＨ17.4.11 時点のものになりますが、個人のとき

の財務内容を引き継ぎますので財務諸表はＨ17.4.10 時点の個

人の貸借対照表を基礎としてＨ17.4.11 の法人成りした時点の

貸借対照表を作成します。基本はそのままの引き継ぎです。 

 

－貸借対照表 資本の部について－ 

資本金には法人の資本金の金額を記入します。 

当期未処分利益（当期未処理損失）は事業主利益（事業主損失）の

金額を記入します。記載する金額は、12ヶ月に換算した後の金額で
す。残りは利益準備金等に記入して資本の部を一致させます。 
＜基準決算＞ 

貸借対照表（法人：Ｈ17.4.11 現在）  貸借対照表（個人：Ｈ17.4.10 現在） 

資本の部  資本の部 

資本金 3,000

法人の

資本金 期首資本金 4,500

利益準備金等 700  事業主借勘定 200

当期未処分利益  事業主貸勘定 △400

 
1,300

 事業主利益 700

資本合計 5,000  資本合計 5,000

◆損益計算書・完成工事原価報告書・兼業事業売上原価報告書 

損益計算書については、Ｈ17.4.11 時点では何もないため個人のと

きのものを使います。 

決算期日が 12ヶ月に満たない場合、損益計算書や完成工事原価報告
書、兼業事業売上原価報告書、当期減価償却実施額は 12ヶ月分に換
算します。 

  例．Ｈ17.1.1 ～ Ｈ17.4.10 ･･･ ① 

   Ｈ16.1.1 ～ Ｈ16.12.31 ･･･ ② 

①は４ヶ月しかありません。その場合、その前の期間②より不足の

8ヶ月分を換算して①に加えます。 
  財務諸表に記載する金額＝①＋②×8／12 

◆利益処分計算書 

法人成り時点で利益処分はありませんが、Ｙ評点の算出上、内部留

保したものとして計算します。 

 

 
①個人事業者は必ず 12月決算 

②※時点の財務諸表が作成されている 

経審トレンド 5 

（換算前の金額） （換算後の金額） 


